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（単位：千円）

正味財産の部合計

財務諸表に関する特徴的事項等

○行政費用では、私立保育園等の運営費や児童手当、子ども医療費助成にあたる扶助費が、約５割を占めている。
○扶助費の増加については、保育園運営費に係る国の公定価格の単価改定や児童手当の受給対象児童数の増及び制度拡充などが
主な要因となっており、それに伴う国庫支出金の増が行政収入の増加にも反映されている。

16,491,318 ▲ 353,847資産の部合計 16,845,165 16,491,318 ▲ 353,847 負債及び正味財産の部合計 16,845,165
▲ 528,032その他の固定資産 27,373 28,883 1,510 13,735,002 13,206,970

13,206,970 ▲ 528,032建設仮勘定 15,359 32,362 17,003 正味財産 13,735,002
3,284,348 174,185無形固定資産 0 0 0 負債の部合計 3,110,163

0 0工作物等減価償却累計額 ▲ 2,116,221 ▲ 2,249,592 ▲ 133,371 その他の固定負債 0
1,668,239 252,404工作物等 3,709,625 3,709,625 0 退職給与引当金 1,415,835
1,353,433 ▲ 85,071建物減価償却累計額 ▲ 5,269,781 ▲ 5,471,207 ▲ 201,426 特別区債 1,438,504

建物 10,360,708 10,314,779 ▲ 45,929 固定負債 2,854,339
土地 10,088,328 10,098,202 9,874 その他の流動負債 0

▲ 370,851 賞与引当金 171,299 177,602 6,303
0 0

3,021,672 167,333

85,070 545その他の流動資産 712 712 0 特別区債 84,525
不納欠損引当金 ▲ 4,287 ▲ 3,239 1,048 還付未済金 0 4 4
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収入未済 33,349 30,792 ▲ 2,557 流動負債 255,824 262,676
6年度 7年度 差額
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勘定科目 6年度 7年度 差額 勘定科目

固
定
資
産

有形固定資産 16,772,659 16,401,808

▲ 15,615,700 ▲ 596,912特別収支差額(f)-(g)=(h) ▲ 32 ▲ 3,562 ▲ 3,530 当期収支差額(e)+(h) ▲ 15,018,788

197 180特別費用(g) 49 3,759 3,710 特別収入(f) 17
行政費用合計(b) 25,841,906 28,475,343 2,633,437 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 15,018,756 ▲ 15,612,138 ▲ 593,382

金融収支差額(d) ▲ 5,453 ▲ 5,101 352
▲ 15,607,037 ▲ 593,734賞与・退職給与引当金繰入額 271,934 561,933 289,999 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 15,013,303

不納欠損・貸倒引当金繰入額 4,287 3,231 ▲ 1,056 行政収入合計(a) 10,828,603 12,868,306
減価償却費 434,884 454,486 19,602 その他行政収入 99,223 89,917
補助費等 3,228,351 3,400,772 172,421 使用料及び手数料 600,518 496,966 ▲ 103,552
扶助費 13,277,101 14,818,402 1,541,301 分担金及び負担金 456,709 248,846 ▲ 207,863
維持補修費 75,106 73,407 ▲ 1,699 都支出金 3,304,089 4,159,578 855,489
物件費 4,836,395 5,067,835 231,440 国庫支出金 6,368,064 7,872,999 1,504,935

地方税等 0 0 0

▲ 9,306
2,039,703
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給与関係費 3,616,258 3,883,618 267,360

行
政
収
入

その他行政費用 97,590 211,659 114,069

差額
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勘定科目 6年度 7年度 差額 勘定科目 6年度 7年度

乳幼児健診アンケートによる
この地域で子育てしたいと思う親の割合
（％） 87.0 71.3 69.1 89.0 89.0

育児不安をもつ親の割合（％） 26.40 27.10 25.11 23.10 12.00 乳幼児健診アンケートによる

30年12月から4年3月まで休園
4年4月再オープン

荒川遊園入園者数（人） 403,956 396,795 373,963 404,731 500,000

保育所待機児童数（人） 0 33 11 14 0 各年4月1日時点

ゆいの森を除く親子利用者数地域子育て交流サロン全来所者数（人） 67,305 78,016 71,274 100,000 100,000

5年度 6年度 7年度
8年度
見込み

目標値
(8年度)

政策の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

子育て・教育環境の満足度 3.55 3.55 3.50 お住まいの地域における子育て・教育に関する事業・サービス・施設など（提供している
のが、民間か行政かを問わず）が充実していると思いますか？

地域の子育てへの理解・協力度 3.57 3.46 3.52 お住まいの地域に、子育て家庭に対して理解し、協力しようとする雰囲気があると感じま
すか？

望む子育てができている実感度 3.41 3.37 3.27 自分が望む子育てができるような環境があると感じますか？

家族の理解・協力度 4.16 4.09 4.14 あなたのご家族には、子育てに関する理解や協力があると感じますか？

6年度 7年度

子どもの成長の実感度 4.30 4.24 4.22 お子さんが健やかに成長していると感じますか？

　全ての区民が安心して子育てができ、子育てに喜びと満足感が得られるような環境を整備する。

指
　
　
　
標

幸福実感指標名
指標の推移

指標に関する質問文
5年度

関連部名 区民生活部、産業経済部、健康部

行政評価事業体系 分野 Ⅱ 子育て教育都市

部長名 本木 内線 3800

政策分析シート（令和8年度）

政策名 子育てしやすいまちの形成 政策No 03
部名 子ども家庭部



No2

小児医療の充実 推進 推進
　次世代を担う子どもの疾病に対応し、健全育成を図るため、医療
体制の充実及び医療費等の給付は重要な施策である。制度の広報に
努めるとともに、保護者が利用しやすい環境を整える必要がある。

児童相談所の設置及び円滑な運営
重点的
に推進

重点的
に推進

　児童相談行政の更なる充実を図るため、重点的に推進する必要が
ある。

親子の健康推進
重点的
に推進

重点的
に推進

　妊娠期から支援することにより、胎児期からの健康が保障され、
家族全体の健康増進も図られることから優先度は極めて高い。

保育・幼児教育の環境整備と質の向上
重点的
に推進

重点的
に推進

　在宅育児家庭、共働き家庭等様々な生活状況の中で生じる子育て
支援サービスへの多様な需要に応える施策を展開することは極めて
重要である。

子どもの貧困対策とひとり親家庭等への支
援

重点的
に推進

重点的
に推進

　子どもの貧困対策を推進するために、貧困に陥るリスクを持った
家庭を早期に発見し、対応していく。
　また、ひとり親家庭の自立促進と安定した生活に向けて、関係機
関と連携し、きめ細かい対応を図っていく。

施策名
政策推進の
ための分類

分類についての説明・意見等

多様な子育て支援の展開
重点的
に推進

重点的
に推進

　子どもや保護者が安心して暮らせるまちとするために、様々な子
育て支援サービスを展開していく。

今
後
の
方
向
性

○子どもたちが健やかで心豊かに成長していけるよう必要な支援を計画的かつ効果的に進めていく。
○子育て家庭に対する切れ目ない支援を提供するとともに、子育てに対する経済的負担を軽減するため、多子世
帯やひとり親家庭など、様々な世帯のニーズに的確に対応した支援を行っていく。
○荒川区子ども家庭総合センターを中心に、保育所、幼稚園、学校、保健所など、関係機関とのさらなる連携強
化により、児童虐待等に係る予防的対応の充実を図る。

政策を構成する施策の分類

課
題

○身近に相談できる人がいない在宅育児家庭や共働き家庭が安心して子育てができるよう、区民ニーズの把握、
地域の関係機関との連携等、子育て家庭への支援体制を強化する必要がある。
○在宅育児家庭を含めた全ての子育て家庭が、必要なサービスを選択し利用できる環境づくりが必要である。
○教育、福祉、母子保健等の施策と連携して児童虐待の発生防止から相談対応、一時保護、家庭復帰まで切れ目
のない一貫した支援を行う必要がある。

政策の現状・課題・今後の方向性

現
状

○少子化・核家族化の進展、地域コミュニティの希薄化等により、子育てに対する不安感や負担感、孤立感を持
つ家族の増加、共働き家庭の増加等、子どもと家庭の状況が多様化している。
○令和元年度から健康部と連携した子育て世代包括支援センター事業を開始。令和6年度より全ての妊産婦、子
育て世帯、子どもに対し、一体的に相談支援を行う機関としてこども家庭センターを設置し、妊娠期から出産、
子育て期までの切れ目ない支援を行っている。
○区に寄せられる子どもと子育てに関する相談内容は複雑多岐にわたっている。


